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株主の皆さまへ

証券コード　8166
2025年５月２日

（電子提供措置の開始日　2025年４月30日）
株主の皆さまへ

東京都板橋区板橋三丁目９番７号

代表取締役 社長執行役員 伊 藤 健 治

当社ウェブサイト
https://online.taka-q.jp/shop/pages/ir_meeting.aspx

東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

第76回定時株主総会招集ご通知
拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第76回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通
知申し上げます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電
子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の
当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトにアクセス
のうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

(上記ウェブサイトにアクセスいただき、ご確認ください。）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）の
ウェブサイトにも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「タカキュー」
又は「コード」に当社証券コード「8166」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧
書類/PR情報」を順に選択していただき、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知
/株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席されない場合は、書面又はインターネットにより議決権を行使す
ることができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権行使
書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、2025年５月22日（木曜日）17時まで
に到着するようご返送くださるか、「インターネットによる議決権行使にあたっての
お願い」をご高覧のうえ、当社の指定ウェブサイト（https://www.web54.net）よ
り2025年５月22日（木曜日）17時までに議決権をご行使くださいますようお願い申
し上げます。

敬具
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株主の皆さまへ

１．日 時 2025年５月23日（金曜日）10時（受付開始９時）
（開始時間が前回の第75回定時株主総会時と異なっております
　ので、お間違えのないようご注意ください。）

２．場 所 東京都板橋区板橋一丁目55番16号
板橋区立　ハイライフプラザいたばし　２階ホール
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第76期（2024年３月１日から2025年２月28日まで）

事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
第３号議案 補欠の監査等委員である取締役１名選任の件

 

記

４．招集にあたっての決定事項
（１）書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に

対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取扱いいた
します。

（２）インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後のご行使を有
効としてお取扱いいたします。

（３）インターネットと書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、インター
ネットによるご行使を有効としてお取扱いいたします。

以　上

◎本総会にご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願
い申し上げます。

◎電子提供措置事項について上記の各ウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認いただくことを原則と
し、基準日までに書面交付請求をいただいた株主様に限り、書面でお送りしておりますが、本株主
総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を記載した書面をお
送りいたします。
なお、電子提供措置事項のうち、次の事項につきましては、法令及び当社定款第16条第２項の規定
に基づき、お送りする書面には記載しておりません。
①事業報告の「業務の適正を確保するための体制」「業務の適正を確保するための体制の運用状

況の概要」「会社の支配に関する基本方針」
②計算書類の「株主資本等変動計算書」「個別注記表」

したがいまして、当該書面に記載している事業報告及び計算書類は、会計監査人が会計監査報告を
監査等委員会が監査報告を作成するに際して監査をした対象書類の一部であります。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前記インターネット上の当社ウェブサイト及び東証ウェ
ブサイトにおいて、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎本株主総会ご出席の株主さまへのお土産はご用意しておりませんので、予めご了承ください。
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当事業年度の事業の状況

(2024年 3 月 1 日から
2025年 2 月28日まで)
事　業　報　告

１．会社の現況
⑴　当事業年度の事業の状況

①事業の経過及び成果
　　当事業年度におけるわが国経済は、社会経済活動の正常化が進む中、イン
　バウンド需要もあり、緩やかに持ち直しております。一方で、不安定な国際
　情勢に伴う原材料価格・エネルギーコストの高騰や円安基調の継続による物
　価上昇等の影響により、個人消費の先行きは不透明な状態が継続していま
　す。
　　当アパレル・ファッション業界におきましては、景気の改善によって市場
　環境が回復しつつある一方、国内外の物価上昇の長期化や、円安による仕入
　原価の高止まり等の影響に加えて、記録的な高気温が10月度以降も続いた
　ことで秋物需要が低迷する等、経営環境は引続き厳しい状況で推移しまし
　た。
　　このような中、当社は、2024年３月28日付公表の事業再生計画を完遂す
　ることにより事業の再建を果たし、ステークホルダーの皆さまのご期待に応
　えるよう、企業価値の向上に誠心誠意努めてまいりました。
　　商品面では、中核商品である既製スーツやドレスシャツの着実な販売とと
　もに、オフィスカジュアル商品の品揃えの充実、オーダースーツの更なる売
　上拡大を図りました。主力の既製品スーツについては、長引く残暑や自然災
　害などにより秋冬商品の立ち上がりは伸び悩みましたが、年度末にかけて成
　人式等のマーケットニーズに適合した準備と販促により第４四半期の売上を
　牽引しました。また、気温低下に伴いコート等の冬物衣料も売上を伸ばしま
　した。一方でオーダースーツは低調に推移しました。品揃えを強化したオフ
　ィスカジュアル等のカジュアル商品は、ジャケットやパンツを中心に年間を
　通して順調に推移しました。
　　営業面では、月度毎に各店舗の注力商品を明確化し、商品のコーディネー
　トや機能説明等、接客レベルの向上を図りました。また、スタイルコーディ
　ネーターの運用強化等の施策に加え、政策・商品の社内説明会により、社員
　の全社的な政策への理解と商品知識の共有、モチベーションの向上を図りま
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　した。販促施策としては、YouTubeとInstagramで春のハレ着特集やフレ
　ッシャーズフェアの動画広告等を実施した他、新聞やテレビ等のメディアへ
　の積極的な露出も図りました。
　　Eコマースでは、ビジネスシーンの変化に対応した商品の記事コンテンツ
　特集をリリースする等、検索による訪問の件数増加に向けた施策に取組みま
　した。
　　店舗面では、契約満了等により、タカキュー２店舗、メイル・アンド・コ
　ー１店舗、エム・エフ・エディトリアル２店舗、グランバック１店舗を退店
　した結果、当事業年度末では前期末比６店舗減の114店舗（タカキュー84店
　舗、メイル・アンド・コー16店舗、エム・エフ・エディトリアル12店舗、
　グランバック２店舗）となりました。
　　以上の結果、当事業年度の売上高は96億５千万円（前期比3.8％減）とな
　りました。一方で利益面では、コストコントロールの徹底や店舗数の減少等
　によるコスト減に加えて、資本政策費用の負担が減った結果、販売費及び一
　般管理費が前期に対して8.3％減少し、営業利益は２億３百万円（前期は営
　業損失４千万円）、経常利益は３億５千５百万円（同経常利益５千２百万
　円）、更に金融支援による債務免除益14億９千９百万円、法人税等調整額
　△１億９千４百万円の計上により、当期純利益は19億６千８百万円（同当
　期純損失１億２百万円）となりました。
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第75期 第76期（当期）
部　　門 売上高 構成比 売上高 構成比 前期比

（百万円） （％） （百万円） （％） （％）
ス ー ツ 2,608 26.0 2,425 25.1 93.0

重衣料
ジ ャ ケ ッ ト 654 6.5 731 7.6 111.7
ス ラ ッ ク ス 942 9.4 981 10.2 104.1
コ ー ト 196 2.0 200 2.1 102.5

計 4,401 43.9 4,338 45.0 98.6
ブ ル ゾ ン 429 4.3 404 4.2 94.4

中衣料 シ ョ ー ト パ ン ツ 17 0.2 11 0.1 66.0
計 446 4.5 416 4.3 93.3

ニ ッ ト 製 品 1,306 13.0 1,240 12.8 95.0

軽衣料
シ ャ ツ 2,407 24.0 2,334 24.2 96.9
そ の 他 1,091 10.9 964 10.0 88.3

計 4,805 47.9 4,539 47.0 94.4
そ の 他 衣 料 等 372 3.7 356 3.7 95.7

合 計 10,026 100.0 9,650 100.0 96.2

部門別の売上高につきましては、以下のとおりであります。

（重衣料）
　　スーツは、長引く残暑等により衣替えニーズの盛り上がりに欠ける中、
　各店舗のタイプ毎に基準在庫を再設定して販売体制を大幅に見直す等によ
　り、売上の回復に努めました。
　　ジャケット及びスラックスは、オフィスカジュアルに対応する商品群を
　拡充するとともに、新素材「TECH LINEN」「TECH DENIM」を新た
　に展開し、気候・気温の変化に適応した商品開発への取組みにより、売上
　を伸ばしました。
　　コートは、12月以降の気温低下に伴って売上が堅調に推移しました。
　　市場環境の変化に対応した商品群の開発や消費者ニーズの多様化に則し
　た企画を提案した一方、店舗数の減少やオーダースーツの苦戦もあり、重
　衣料全体の売上高は、前期比98.6%の43億３千８百万円となりました。
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タカキュー イオン札幌元町店 タカキュー 京阪シティモール店
エム・エフ・エディトリアル FKD宇都宮インターパーク店 エム・エフ・エディトリアル ブルメール舞多聞店
メイル・アンド・コー 伊勢崎店 グランバック札幌店

（中衣料）
　　ブルゾンは、気候・気温の変化に適応した「オールウェザー」や着心地
　を重視した「JUST SPEC」など、着用シーンを意識した商品開発に取組
　みました。
　　商品の生産コントロールに注力しましたが、季節感が大幅に変化する中
　で一時的な在庫不足が発生する場面もあり、中衣料の売上高は、前期比
　93.3％の４億１千６百万円となりました。

（軽衣料）
　　ドレスシャツは、綿100％ノーアイロン「NEXT COTTON」を中心に
　機能性と利便性を意識した商品開発に取組み、特に猛暑の中で半袖商品の
　品揃えを増やしたことで夏季の売上を牽引しました。
　　ニット製品、カットソー及びカジュアルシャツは、日常の生活やあらゆ
　るシーンを快適に過ごす高機能商品「Happy Function」が前期に引続き
　好調に推移しました。
　　季節の変化に対応するために軽衣料全体の投入サイクルを大幅に見直し
　ましたが、第１四半期に一部品揃え不足があり、売上高は、前期比94.4％
　の45億３千９百万円となりました。

②設備投資の状況
当事業年度中の新規出店はございません。
改装２店舗、ＩＴ投資等を含めて当事業年度中に要した設備投資の総額　
は、１億５百万円であります。

当事業年度中に閉鎖した店舗は以下の６店舗であります。

③資金調達の状況
　当社は、株式会社地域経済活性化支援機構より2024年１月25日付にて
再生支援決定を、同年３月28日付にて株式会社地域経済活性化支援機構
法第31条第１項に定める買取決定等を受けました。その際に提出した事
業再生計画を踏まえ、同年５月23日付にて第三者割当によるA種種類株式
（調達金額４億９千９百万円）及び新株予約権を発行するとともに、同日
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付にて債権者間協定を締結し、全ての取引金融機関等からの債務免除（免
除金額14億９千９百万円）及びB種種類株式の発行（引受金融機関等の有
する貸付債権４億９千９百万円を出資の目的とするため、手元資金の増加
はありません）等の金融支援を受けております。なお取引金融機関等から
の借入金残高は19億９千１百万円となります。

④事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の
状況
該当事項はありません。

⑦他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

区 分 第　73　期 第　74　期 第　75　期 第　76　期
（当期）

決 算 年 月 2022年２月 2023年２月 2024年２月 2025年２月
千円 千円 千円 千円

売 上 高 12,139,686 11,975,883 10,026,675 9,650,127
千円 千円 千円 千円

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 （ △ ） △1,919,871 △706,684 52,407 355,622

千円 千円 千円 千円
当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ） △2,146,235 △1,050,386 △102,173 1,968,805

1株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失（△） △88円09銭 △43円11銭 △4円19銭 80円18銭

千円 千円 千円 千円
総 資 産 8,009,077 6,406,769 5,610,794 5,691,894

千円 千円 千円 千円
純 資 産 △876,926 △1,933,923 △1,915,660 1,075,934
１ 株 当 た り 純 資 産 額 △35円99銭 △79円37銭 △78円62銭 2円8銭

⑵　直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第74期の
期首から適用しており、第74期以降に係る各数値については、当該会計基準等を適用した
後の数値となっております。

⑶　重要な親会社及び子会社の状況
該当事項はありません。

⑷　対処すべき課題
　　当社は、新型コロナウイルス感染症の影響等による売上高の大幅な落ち込
　みにより、2022年２月期事業年度末の純資産が△８億７千６百万円の債務
　超過となったことから、上場廃止基準に係る猶予期間入り銘柄となり、
　2024年２月期事業年度末においても同△19億１千５百万円と債務超過の状
　況が継続しておりましたが、その解消に向けた各種施策、収支改善に向けた
　事業構造改革、資本増強策等に取組んだ結果、2025年２月期事業年度末の
　純資産が10億７千５百万円となり、上場維持基準（純資産基準）に適合す
　る見込みとなりました。
　　また当社は、2024年２月29日時点において、新たに「流通株式時価総
　額」にも適合しない状況となったため、2024年５月30日付公表の「上場維
　持基準（流通株式時価総額）の適合に向けた計画書」を策定し、適合に向
　けた取組みを進めてまいりましたが、当社の試算では流通株式時価総額基準
　に係る上場維持基準につきましても充足する見込みであります。
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

【中期目標】
　　事業再生計画を完遂し、景気に左右されない、強い体質の会社に生まれ変
　わる。

【基本方針】
　　企業全体の改革を通じ、競争力を高め、持続可能な成長を実現することを
　目指す。
　1. 商品力の強化
　　・ブランドの存在意義を明確にし、感動を生む商品開発を推進
　　・中核商品のスーツ・オーダー・シャツ等の確立と改良
　　・雑貨・パーソナライズドアイテムを強化
　　・MDカレンダーを見直し、計画的な商品展開

　２. 生産力の強化
　　・商品レベルの向上と、生地・工場との開発強化
　　・短納期対応（QRシステム導入）
　　・国内外の生産体制を整備し、生産日数を短縮

　３. 在庫コントロールの徹底
　　・適正な生産・販売計画を策定
　　・在庫の最適化と徹底管理

　４. マネジメントの改革
　　・実行力のある組織づくりとリーダー育成
　　・権限委譲を進め、意思決定の迅速化
　　・報告・連絡・相談（報/連/相）の再徹底

　５. ＶＭＤ改革
　　・ＶＭＤ向上委員会の発足と活動強化・ビジュアリストを育成
　　・「美は醜に勝つ」を実証し、人々が感動しライバルが諦めてしまうよう
　　　な店作りを目指す
　　・店舗＝舞台美術的空間の実現

　６. サービスの改革
　　・サービス向上委員会の発足と活動・接客マニュアルの整備
　　・商品情報の提供を強化し、質の高い接客を実施
　　・ありがとうをいただけるサービスを目指す

　７. マーケットの再定義
　　・新規事業への参入（駅ビル・都市型複合施設・EC・海外）
　　・原則として３年で見通しのつかない事業からは撤退
　　・重要、重点地区のマーケティングプランを策定
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直前３事業年度の財産及び損益の状況、重要な親会社及び子会社の状況、対処すべき課題

　８. ブランディングの刷新
　　・既存ブランド（タカキュー、エム・エフ・エディトリアル、グランバッ
　　　ク、レディース）のリブランディング
　　・新規ブランドの立ち上げ（ＥＣ専有ブランド： ＤＲＡＷ）

　９. 組織改革
　　・組織の壁をなくし、風通しの良い組織にする
　　・意思決定のスピードを向上させる
　　・真のリーダーが率いる組織を目指す

１０. 教育・評価の見直し
　　・成果に基づく人事評価・報酬制度の導入
　　・若手人材の登用と成長支援
　　・昇格・教育制度の見直し

１１. 販促の見直し
　　・値引き販売から脱却し、ブランド価値を向上
　　・メンバーズカードやロイヤルティプログラムを見直し
　　・物語性を持たせたプロモーションとデジタルマーケティングの活用
　　・コラボレーション・パートナーシップを強化

１２. 物流・後方の改善
　　・物流コストの削減とEC出荷体制の改善
　　・財務体質の健全化
　　・マニュアルの整備と業務のスピード向上
　　・システムリポートを強化

　　当社は、事業再生計画を完遂することにより、事業の再建によるタカキュ
　ーの完全復活を実現し、ステークホルダーの皆さまの期待に応えるよう、企
　業価値の向上に誠心誠意努めてまいります。
　　株主の皆さまにおかれましては、引続きより一層のご支援とご指導を賜り
　ますようお願い申し上げます。
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主要な事業内容、主要な営業所、使用人の状況、主要な借入先の状況、その他会社の現況に関する重要な事項

⑸　主要な事業内容（2025年２月28日現在）
当社は、幅広いお客様に対し紳士服・紳士洋品雑貨及び婦人服・婦人洋品

雑貨を中心に販売するファッション衣料専門店チェーンであり、全国に114
店舗（期末店舗数）を有しております。

扱い品目は、スーツ、ジャケットをはじめ、スラックス、ブルゾン、ニッ
ト製品、シャツ、シューズ、その他雑貨など自社企画商品を積極的に開発
し、併せてメーカーからの仕入商品も含め、お客様のニーズに対応しており
ます。

本社 東京都板橋区
物流センター 愛知県名古屋市港区
店舗 114店舗

北海道地区   7店舗 東北地区 14店舗
関東地区 35店舗 中部地区 28店舗
近畿地区 17店舗 中国地区 2店舗
四国地区   2店舗 九州地区 9店舗

⑹　主要な営業所（2025年２月28日現在）

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数
276名（170名） 22名減（10名増） 47.1歳 21年２ヶ月

⑺　使用人の状況（2025年２月28日現在）

（注） 使用人数は就業員数であり、パート及び嘱託社員は（　）内に年間の平均人員を外数で
記載しております。

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 820,262千円

オ リ ッ ク ス 株 式 会 社 514,352千円

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 500,195千円

城 ヶ 島 合 同 会 社 156,542千円

⑻　主要な借入先の状況（2025年２月28日現在）

⑼　その他会社の現況に関する重要な事項
該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況

⑴　発行可能株式総数 普通株式
Ａ種種類株式
Ｂ種種類株式

97,800,000株
16,500,000株

500,000株
⑵　発行済株式の総数 普通株式

Ａ種種類株式
Ｂ種種類株式

24,470,822株
16,222,700株

499,997株
⑶　株主数 普通株式

Ａ種種類株式
Ｂ種種類株式

8,687名
２名
４名

株　　　　主　　　　名 持 株 数 持 株 比 率

イ オ ン 株 式 会 社 8,098,000株 33.23％

株 式 会 社 エ ム ツ ウ 2,500,000株 10.26％

タ カ キ ュ ー 取 引 先 持 株 会 252,518株 1.03％

一 般 財 団 法 人 高 久 国 際 奨 学 財 団 250,000株 1.02％

GOVERNMENT OF NORWAY 222,300株 0.91％

野 村 證 券 株 式 会 社 213,891株 0.87％

木 下 雅 己 190,000株 0.77％

高 久 眞 佐 子 165,569株 0.67％

岡 田 卓 也 148,300株 0.60％

船 津 光 司 129,800株 0.53％

２．株式の状況（2025年２月28日現在）

⑷　大株主
　①普通株式（上位10名）

（注）　持株比率は自己株式（105,801株）を控除して計算しております。
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況

株　　　　主　　　　名 持 株 数 持 株 比 率

ＧＰバイアウトＰ投資事業有限責任組合 8,320,000株 51.28％

ＧＰ上場企業出資投資事業有限責任組合 7,902,700株 48.71％

株　　　　主　　　　名 持 株 数 持 株 比 率

オ リ ッ ク ス 株 式 会 社 158,911株 31.78％

株 式 会 社 商 工 組 合 中 央 金 庫 154,538株 30.90%

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 138,184株 27.63％

城 ヶ 島 合 同 会 社 48,364株 9.67％

　②Ａ種種類株式

　③Ｂ種種類株式

３．新株予約権等の状況
⑴ 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付された新株予約権の状況
該当事項はありません。

⑵ 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権
の状況
該当事項はありません。
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況

割当日 2024年５月23日
発行新株予約権数 322,000個

発行価格 総額9,982,000円
（新株予約権１個あたり31円）

当該発行による
潜在株式数

潜在株式数：32,200,000株
（新株予約権１個あたり100株）

調達資金の額

502,642,000円（注）
（内訳）
　新株予約権発行分：9,982,000円
　新株予約権行使分：492,660,000円

行使価額 当初行使価額：15.3円
募集又は割当方法
（割当先）

ＧＰ上場企業出資投資事業有限責任組合：156,566個
ＧＰバイアウトＰ投資事業有限責任組合：165,434個

割当日 2024年11月15日
割当対象者
人数及び割当数 代表取締役　１名に対し、3,968個

新株予約権の総数 3,968個
新株予約権の目的と
なる株式の種類及び数 普通株式　396,800株

新株予約権の行使に
際して出資される財
産の価額

新株予約権１個あたり　12,600円
　　　　（１株あたり　126円）

(3) その他新株予約権等の状況
①第１回新株予約権

（注） 本新株予約権の払込金額の総額に、本新株予約権の行使に際して出資
される財産の価額の合計額を合算した金額となります。なお、本新株予約権の
行使に際して出資される財産の価額の合計額は、当初行使価額で全ての本新株
予約権が行使されたと仮定した場合の金額となります。行使価額が調整された
場合には、資金調達の額は増加又は減少します。また、本新株予約権の行使期
間内に行使が行われない場合及び当社が取得した本新株予約権を消却した場合
には、資金調達の額は減少します。

②第２回新株予約権
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況

氏　　　名 会社における地位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
伊 藤 健 治 代 表 取 締 役 社長執行役員兼事業本部長
林 　 宏 夫 取 締 役 常務執行役員管理本部長

岸 本 雄 介 取 締 役
（監査等委員）

コモンズ綜合法律事務所弁護士、
多摩川精機販売株式会社社外監査役、
多摩川精機株式会社監査役

古 川 徳 厚 取 締 役
（監査等委員）

グロースパートナーズ株式会社代表取締役
株式会社プロレドパートナーズ社外取締役
株式会社ブルパスキャピタル社外取締役
ランサーズ株式会社社外取締役
株式会社JINDINROU社外取締役
株式会社MVホールディングス社外取締役
株式会社メルヴェイユ社外取締役
MVマーケティング株式会社社外取締役
株式会社ユナイテッドバリューズ社外取締役

河 手 優 美 取 締 役
（監査等委員）

株式会社MVホールディングス社外取締役、
株式会社メルヴェイユ社外取締役、
MVマーケティング株式会社社外取締役、
株式会社ユナイテッドバリューズ社外取締役

４．会社役員の状況
⑴　取締役の状況（2025年２月28日現在）

（注１）当社は、2024年５月30日開催の第75回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委
員会設置会社に移行しております。これに伴い、取締役大森尚昭氏、林宏夫氏、小泉勝
裕氏、矢巻眞氏、岡村文彦氏、西田宜正氏、古川徳厚氏は任期満了により退任し、この
うち大森尚昭氏、林宏夫氏は取締役（監査等委員である取締役を除く。）に就任し、古
川徳厚氏は監査等委員である取締役に就任しております。また、監査役小椋徳久氏、大
井順三氏、岸本雄介氏は任期満了により退任し、このうち岸本雄介氏が監査等委員であ
る取締役に就任しております。

（注２）当社は、監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な監査を実施して
いるため、必ずしも常勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員を選定し
ておりません。

（注３）取締役岸本雄介氏、古川徳厚氏、河手優美氏は、社外取締役であります。
（注４）当社は、社外取締役岸本雄介氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。
（注５）当社は、岸本雄介氏、古川徳厚氏、河手優美氏との間で会社法第427条第１項の規定に

基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。

（注６）河手優美氏は、旧姓かつ職業上使用している氏名を上記のとおり表記しておりますが、
戸籍上の氏名は田中優美であります。

（注７）2024年９月17日開催の臨時株主総会後の当社取締役会の終結をもって、大森尚昭氏は
取締役を辞任し、相談役に就任いたしました。

（注８）2024年９月17日開催の臨時株主総会において伊藤健治氏は、新たに取締役に選任され
就任し、臨時株主総会後の当社取締役会の決議により、代表取締役に選定され就任いた
しました。

（注９）当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を、当社の役員
を被保険者として保険会社との間で締結し、被保険者が職務の執行に関し責任を負うこ
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況

区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額
（千円） 対象となる

役員の員数
（名）基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役（監査等委員で
ある取締役を除く。）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

29,309
（1,080）

29,309
（1,080）

-
（-）

-
（-）

7
（1）

取締役（監査等委員）
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

9,450
（9,450）

9,450
（9,450）

-
（-）

-
（-）

3
（3）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3,984
（1,800）

3,984
（1,800）

-
（-）

-
（-）

3
（2）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

42,743
（12,330）

42,743
（12,330）

-
（-）

-
（-）

13
（6）

と、又は、当該責任の追及に係る請求を受けることによって生ずることのある損害及び
訴訟費用等について補填することになっております。ただし、被保険者の犯罪行為や意
図的な違法行為に起因する賠償請求は補填対象外とすることにより、役員等の職務執行
の適正性が損なわれないように措置を講じております。なお、保険料は当社が全額負担
しております。

⑵　役員報酬等の内容の決定に関する方針等
取締役の報酬は、株主総会の決議により取締役全員の報酬総額の最高限度

額を決定し、個々の取締役の報酬額は取締役会が任意の諮問機関である指
名・報酬委員会に諮問し、同委員会からの答申を受けて、取締役会の授権に
より代表取締役が決定しております。

⑶　当事業年度に係る報酬等の総額等

（注１）当社は、2024年５月30日開催の第75回定時株主総会決議に基づき、同日付で監査等委
員会設置会社に移行しております。監査役に対する報酬額は、監査等委員会設置会社移
行前に係るものであり、監査等委員である取締役に対する報酬額は、監査等委員会設置
会社移行後に係るものであります。また、同日付で任期満了により退任した取締役４名
及び監査役３名を含んでおります。

（注２）取締役（監査等委員である取締役を除く。）には、監査等委員会設置会社への移行前に
おける取締役を含んでおります。また、2024年９月17日開催の臨時株主総会決議に基
づき、同日付で取締役（監査等委員である取締役を除く。）に就任した取締役１名及び
同日付で取締役（監査等委員である取締役を除く。）を辞任した取締役１名を含んでお
ります。なお、2024年３月25日開催の臨時株主総会決議に基づき、2024年５月23日
付で社外取締役に就任した無報酬の取締役１名は除いております。

（注３）監査等委員会設置会社移行前の取締役の報酬限度額は、1989年５月25日開催の第40回
定時株主総会において年額400百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決
議いただいております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は16名です。
また、監査等委員会設置会社移行後の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報
酬限度額は、2024年５月30日開催の第75回定時株主総会において、総額で年額400百
万円以内（うち社外取締役分年額100百万円以内）と決議しております。当該定時株主
総会終結時点の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の員数は２名です。

（注４）監査役の報酬限度額は、1989年５月25日開催の第40回定時株主総会において年額50百
万円以内と決議いただいております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は３名
です。

（注５）監査等委員である取締役の報酬限度額は、2024年５月30日開催の第75回定時株主総会
において、総額で年額50百万円以内と決議しております。当該定時株主総会終結時点の
監査等委員である取締役の員数は３名（うち社外取締役３名）です。
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株式の状況、新株予約権等の状況、会社役員の状況

出席状況、発言状況及び
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役 岸 本 雄 介

当事業年度に開催された取締役会16回の内16回、監査役会４
回の内４回、監査等委員会設置会社へ移行後は監査等委員会11
回の内11回に出席いたしました。弁護士としての豊富なキャリ
アと企業法務に係る高い専門的知見に基づき、取締役会におい
て、取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保するための助
言・提言を行っております。

取 締 役 古 川 徳 厚

2024年５月23日の就任以降に開催された取締役会13回の内13
回、監査等委員会11回の内11回に出席いたしました。上場企
業への豊富な投資実績とハンズオンによる経営支援の実績を有
しており、当社の持続的な企業価値向上に向けて、株主・投資
家目線からの監督、助言等を行うなど、意思決定の妥当性・適
正性を確保するため助言・提言を行っております。

取 締 役 河 手 優 美

2024年５月30日の就任以降に開催された取締役会13回の内13
回、監査等委員会11回の内11回に出席いたしました。金融・
資本市場業務の経験を有しており、当社の持続的な企業価値向
上に向けて、株主・投資家目線からの監督、助言等を行うな
ど、意思決定の妥当性・適正性を確保するため助言・提言を行
っております。

⑷　社外役員に関する事項
①他の法人等の業務執行者の兼職状況

監査等委員である取締役岸本雄介氏は、多摩川精機株式会社の監査役であ
りますが、同社と当社との間には特別の関係はありません。また、コモンズ
綜合法律事務所の弁護士であり、同事務所と当社の間において法律顧問契約
を締結しておりますが、当社との間には特別の関係はありません。

監査等委員である取締役古川徳厚氏は、株式会社グロースパートナーズ株
式会社の代表取締役であり、同社と当社は事業提携契約を締結しておりま
す。

②他の法人等の社外役員の兼職状況
監査等委員である取締役岸本雄介氏は、多摩川精機販売株式会社の社外監

査役でありますが、同社と当社との間には特別の関係はありません。
監査等委員である取締役古川徳厚氏は、株式会社プロレドパートナーズ、

株 式 会 社 ブ ル パ ス キ ャ ピ タ ル 、 ラ ン サ ー ズ 株 式 会 社 、 株 式 会 社
JINDINROU、株式会社MVホールディングス、株式会社メルヴェイユ、
MVマーケティング株式会社、株式会社ユナイテッドバリューズの社外取締
役でありますが、各社と当社との間には特別の関係はありません。

監査等委員である取締役河手優美氏は、株式会社ＭＶホールディングス、
株式会社メルヴェイユ、ＭＶマーケティング株式会社、株式会社ユナイテッ
ドバリューズの社外取締役でありますが、各社と当社との間には特別の関係
はありません。

③当事業年度における主な活動状況

（注）上記取締役会のほか、取締役会決議があったものとみなす書面決議が３回
ありました。
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会計監査人の状況

①当事業年度に係る会計監査人の
　報酬等の額 30,000千円

　②当社が会計監査人に支払うべき
　　金銭その他の財産上の利益の合計額 30,000千円

５．会計監査人の状況
⑴　名称　　　　　　　　　　赤坂有限責任監査法人

⑵　報酬等の額

（注） 当社と会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法
に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的に区分ができないた
め、上記①の金額はこれらの合計額で記載しております。

⑶　非監査業務の内容
該当事項はありません。

⑷　会計監査人の報酬等に監査等委員会が同意した理由
監査等委員会は、会計監査人から説明を受けた当該事業年度の会計監査計

画の監査日数や人員配置などの内容、前年度の監査実績の検証と評価、会計
監査人の監査の遂行状況の相当性、報酬の前提となる見積りの算出根拠を精
査した結果、会計監査人の報酬等の額について会社法第399条第１項に基づ
く同意を行っております。

⑸　会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任
に関する議案の内容を決定いたします。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める

項目に該当すると認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき会計監
査人を解任いたします。この場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、
解任後最初に招集される株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任
の理由を報告いたします。

（注１） 本事業報告の記載金額及び数量は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しておりま
す。

（注２） 本事業報告の記載金額には消費税等は含まれておりません。
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貸借対照表

（2025年２月28日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
売 掛 金
商 品
貯 蔵 品
前 渡 金
前 払 費 用
未 収 金
そ の 他
固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
機 械 及 び 装 置
器 具 及 び 備 品
土 地
無 形 固 定 資 産
商 標 権
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ ェ ア
ソフトウェア仮勘定
投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
出 資 金
長 期 前 払 費 用
賃 貸 不 動 産
差 入 保 証 金
敷 金　

3,507,309
1,378,442
507,671

1,324,557
146,233
14,400
84,527
49,615
1,862

2,184,584
125,306
104,039

2,920
18,347

0
256,984

379
9,155

199,464
47,985

1,802,293
655,383

0
155

2,667
0

36,404
1,107,683　

流 動 負 債 1,794,839
支 払 手 形 2,963
電 子 記 録 債 務 859,120
買 掛 金 215,798
契 約 負 債 6,136
未 払 金 253,201
未 払 費 用 18,041
未 払 消 費 税 等 91,577
未 払 法 人 税 等 72,157
前 受 金 106,841
預 り 金 4,485
前 受 収 益 26,587
賞 与 引 当 金 30,000
ポ イ ン ト 引 当 金 94,749
資 産 除 去 債 務 12,010
そ の 他 1,170
固 定 負 債 2,821,120
長 期 借 入 金 1,991,353
長 期 預 り 保 証 金 91,940
繰 延 税 金 負 債 555
関係会社事業損失引当金 60,840
資 産 除 去 債 務 676,430
負 債 合 計 4,615,959
純 資 産 の 部

株 主 資 本 729,021
資 本 金 100,000
利 益 剰 余 金 655,538
その他利益剰余金 655,538

繰越利益剰余金 655,538
自 己 株 式 △26,516
評価・換算差額等 336,776
その他有価証券評価差額金 336,776
新 株 予 約 権 10,136
純 資 産 合 計 1,075,934

資 産 合 計 5,691,894 負債及び純資産合計 5,691,894

貸　借　対　照　表
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損益計算書

(2024年 3 月 1 日から
2025年 2 月28日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,650,127

売 上 原 価 3,766,729

売 上 総 利 益 5,883,397

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 5,679,809

営 業 利 益 203,588

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 6,834

賃 貸 不 動 産 収 入 291,041

手 数 料 収 入 80,658

そ の 他 45,162 423,696

営 業 外 費 用

支 払 利 息 55,458

賃 貸 不 動 産 費 用 193,124

固 定 資 産 除 却 損 1,506

そ の 他 21,572 271,661

経 常 利 益 355,622

特 別 利 益

債 務 免 除 益 1,499,999 1,499,999

特 別 損 失

減 損 損 失 9,354 9,354

税 引 前 当 期 純 利 益 1,846,268

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 72,157

法 人 税 等 調 整 額 △194,694
当 期 純 利 益 1,968,805

損　益　計　算　書
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書

株式会社タカキュー

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 荒 川 　 和 也
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 木 村 　 秀 偉

2025年４月９日

取締役会　御中
赤坂有限責任監査法人
東京都港区

　監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社タカキューの2024

年３月１日から2025年２月28日までの第76期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照
表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算
書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点
において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を

行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責
任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会
社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査
法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報
告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら

ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程

において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に
重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載
内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽
表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成す

ることが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会
計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示す
る責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を

監視することにある。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は

誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書におい
て独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤
謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に
影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示

リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断に
よる。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではな

いが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため
に、監査に関連する内部統制を検討する。
・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた

会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま

た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は
状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重
要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起
すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書
類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告
書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業
として存続できなくなる可能性がある。
・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、
構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどう
かを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程

で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求めら
れているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規

定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び
阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽
減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利

害関係はない。
以　上
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監査等委員会の監査報告

監　査　報　告　書
当監査等委員会は、2024年３月１日から2025年２月28日までの第76期事業年度におけ

る取締役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告い
たします。
１．監査の方法及びその内容

　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取
締役会決議の内容並びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、
必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしま
した。
①監査等委員会が定めた監査等委員会規程に準拠し、監査の方針、計画、職務の分担等
　に従い、会社の内部統制部門と連携の上、取締役会その他重要な会議に出席し、取締
　役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を
　求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状
　況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意
　思疎通及び情報の交換を図り、定期的に子会社から事業の報告を受け、その業務及び
　財産の状況を調査いたしました。
②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
　証するとともに、会計監査人からその職務執行状況について報告を受け、必要に応じ
　て説明を求めました。また、会計監査人から「職務の執行が適正に行われることを確
　保するための体制」（会社計算規則131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質
　管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じ
　て説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類、
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細
書について検証いたしました。

２．監査の結果
（１）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示し
ているものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な
事実は認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。ま
た、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行
についても、指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人赤坂有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2025年４月９日
株式会社タカキュー　監査等委員会
監 査 等 委 員 岸 本 雄 介 ㊞
監 査 等 委 員 古 川 徳 厚 ㊞
監 査 等 委 員 河 手 優 美 ㊞

　

監査等委員会の監査報告

（注）監査等委員 岸本雄介、古川徳厚、河手優美は、会社法第２条第15号及び第331条第６項
　　に規程する社外取締役であります。

以　上
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剰余金の処分議案

株主総会参考書類

第１号議案　剰余金の処分の件
　剰余金の処分につきまして、以下のとおりといたしたいと存じます。
　利益配分につきましては、株主の皆さまに対する利益還元を重要な経営課題と
して認識し、経営基盤強化のための内部留保の確保と将来の事業拡大のための投
資とのバランスを総合的に判断し、適正で安定的な配当を行うことを基本的な方
針といたしております。
当事業年度の配当につきましては、前事業年度まで継続して営業損失を計上し

てきたことから、先ずは健全な財務体質への回復を優先すべきと判断し、誠に遺
憾ではございますが、普通株式につきましては無配とさせていただき、Ａ種種類
株式及びＢ種種類株式につきましては、定款及び種類株式の発行要項に定めた所
定の計算による配当を実施いたしたいと存じます。
当社といたしましては、現在進捗中の「事業再生計画」を着実に実行すること

で、財務基盤の早期安定化、安定的な収益力の構築を図り、普通株式の株主の皆
さまに復配できるよう努めてまいります。
なお、Ａ種種類株式及びＢ種種類株式に対する配当につきましては、利益剰余

金を原資として、以下のとおり実施いたしたいと存じます。

１．配当財産の種類
　　金銭といたします。
２．株主に対する配当財産の割当に関する事項及びその総額
　　Ａ種種類株式１株につき金0円70銭
　　（Ａ種種類株式配当総額11,355,890円）
　　Ｂ種種類株式１株につき金7円70銭
　　（Ｂ種種類株式配当総額3,849,974円）
３．剰余金の配当が効力を生じる日
　　2025年５月26日（月曜日）
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

ふ    り    が    な
氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

１
再任

い
伊

 

　
とう
藤

 

　
けん
健

 

　
じ
治

（ 1 9 6 6 年 9 月 6 日 生 ）

　

    1987年    4 月 株式会社ファイブフォックス入社
    1997年    4 月 同 社 「KENJIITO COMME CA 

COLLECTION」立ち上げ
    2003年    3 月 同 社 メ ン ズ グ ル ー プ 「COMME 

CA DU MODE MEN」MD・企
画デザイン管掌

    2007年    4 月 同社メンズグループ統括部長　メ
ンズブランド６ブランド管掌

    2016年    3 月 同社取締役本部長
    2020年    11月 同社取締役副社長
    2022年    7 月 同社退社
    2022年    11月 株式会社ジャパンブルー入社
    2023年    11月 同社退社
    2024年    5 月 当社入社
    2024年    8 月 当社商品本部長
    2024年    9 月 当社代表取締役社長執行役員兼事

業本部長（現任）

―

〔取締役候補者とした理由〕
伊藤健治氏は、商品の企画・生産からファッション専門店の
店舗運営、ブランドビジネスまで、メンズファッションアパ
レルの豊富な経験を有しており、当社の事業再生及び持続的
な企業価値向上に貢献できる人物であると判断し、取締役候
補者といたしました。

第２号議案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）２名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）

全員（２名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。
つきましては、取締役２名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、取締役会の監督と

執行のあり方、取締役候補者の選任基準等を確認し、検討を行いました。そ
の結果、各候補者の当事業年度における業務執行状況及び業績等を勘案し、
全ての候補者について適任であると判断しております。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は、次のとおりであり
ます。

－ 25 －
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

ふ    り    が    な
氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

２
再任

はやし
林

 

　
 

　
 

　
ひろ
宏

 

　
お
夫

（ 1 9 6 0 年 ３ 月 2 3 日 生 ）

　

    1982年    4 月 当社入社
    1994年    5 月 当社業務企画部長
    1998年    3 月 当社システム部長
    2000年    5 月 当社経営企画部長
    2004年    2 月 当社管理本部人事部長
    2006年    2 月 当社営商本部商品管理部長
    2009年    2 月 当社管理本部人事総務部長
    2010年    5 月 当社取締役管理本部人事総務部長
    2013年    2 月 当社取締役第二事業部長
    2015年    2 月 当社取締役店舗開発部長
    2016年    8 月 当社常務取締役営業本部長
    2018年    5 月 当社常務取締役管理本部長
    2025年    5 月 当社取締役常務執行役員管理本部長（現任）

33,231株

〔取締役候補者とした理由〕
林宏夫氏は、2010年５月に当社取締役に就任し、営業や人
事・総務及び店舗開発をはじめとする幅広い知識、経験を有
しており、またその優れた経営能力から当社の経営における
意思決定と業務執行の監督を担える人物であると判断し、引
続き取締役候補者といたしました。

番号 氏名 企業経営 業界経験・
専門性

営業・
マーケティング 財務・会計 法務・リスク

マネジメント
人事・

人材開発 情報システム

１ 伊藤　健治 ○ ○ ○ ○
２ 林　　宏夫 ○ ○ ○ ○ ○

（注１）各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
（注２）役員等賠償責任保険契約の締結について

当社は、優秀な人材確保、職務執行の萎縮防止のため、以下の内容を
概要とする役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結してお
り、2025年７月に同内容で更新の予定であります。本議案でお諮り
する各候補者が取締役に選任され就任した場合は、当該保険契約の被
保険者となります。
【保険契約の内容の概要】

①被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は特約部分も含め全額当社の負担としており、被保険者の
実質的な保険料負担はありません。

②補填の対象となる保険事故の概要
被保険者である役員がその業務につき行った行為に起因して損害
賠償請求を受けることによって被る損害について補填します。た
だし、法令に違反することを被保険者が認識しながら行った行為
の場合等一定の免責事由があります。

〈ご参考〉各候補者スキルマトリクス一覧

－ 26 －
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補欠の監査等委員である取締役選任議案

ふ    り    が    な
氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当並びに重要な兼職の状況
所有する
当 社 の
株 式 数

補欠の監査等委員
である社外取締役
候補者

独立

にし
西

 

　
むら
村

 

　
とし
俊

 

　
き
輝

（ 1 9 8 4 年 8 月 9 日 生 ）

　

    2011年    12月 弁護士登録（第一東京弁護士会）
    2011年    12月 コモンズ綜合法律事務所入所
    2018年    9 月 スペイン Hernandez Echevarria 

Abogados 法律事務所
    2019年    3 月 パナマ Morgan & Morgan法律事

務所
    2019年    7 月 コモンズ綜合法律事務所復職
    2021年    12月 コモンズ綜合法律事務所退所
    2022年    2 月 株 式 会 社10Xコ ー ポ レ ー ト 本 部　

リーガル担当（現任）

―

〔補欠の監査等委員である社外取締役候補者とした理由及び期
　待される役割の概要〕
西村俊輝氏は、過去に社外役員となること以外の方法で直接
会社経営に関与した経験はありませんが、弁護士としての豊
富なキャリアと企業法務に係る高い専門的知見を有してお
り、当社の経営に対して高度かつ専門的な監督を担える人物
と判断し、補欠の監査等委員である社外取締役候補者といた
しました。

第３号議案　補欠の監査等委員である取締役１名選任の件
　監査等委員である取締役が法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、
補欠の監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案につきましては、監査等委員会の同意を得ております。
　補欠の監査等委員である取締役の候補者は、次のとおりであります。

（注１）西村俊輝氏と当社の間には、特別の利害関係はありません。
（注２）西村俊輝氏は、補欠の監査等委員である社外取締役候補者であります。
（注３）西村俊輝氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、会社法第427条第１

項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結す
る予定であります。当該契約に基づく賠償責任の限度額は、同法第425条第１項
に定める最低責任限度額といたします。

（注４）西村俊輝氏が監査等委員である取締役に就任した場合には、同氏を東京証券取
引所の定めに基づく独立役員に指定し、同取引所に届け出る予定であります。

（注５）役員等賠償責任保険契約の締結について
当社は、優秀な人材確保、職務執行の萎縮防止のため、以下の内容を概要とす
る役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、2025年７月に
同内容で更新の予定であります。西村俊輝氏が監査等委員である取締役に就任
した場合には、当該保険契約の被保険者となります。
【保険契約の内容の概要】

①被保険者の実質的な保険料負担割合
保険料は特約部分も含め全額当社の負担としており、被保険者の実質的
な保険料負担はありません。

②補填の対象となる保険事故の概要
被保険者である役員がその業務につき行った行為に起因して損害賠償請
求を受けることによって被る損害について補填します。ただし、法令に
違反することを被保険者が認識しながら行った行為の場合等一定の免責
事由があります。

以　上

－ 27 －



2025/04/21 17:47:36 / 24173780_株式会社タカキュー_招集通知_電子提供措置用

地図

交 通

・開場は、９時からとなりますのでご留意ください。
・駐車場がありませんので、お車でのご来館はご遠慮ください。

見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

第76回定時株主総会会場ご案内図
東京都板橋区板橋一丁目55番16号
板橋区立　ハイライフプラザいたばし　２階ホール

法務局板橋出張所

至板橋
区役所前

中山道 都営三
田線

新板橋
駅

至西巣
鴨

至赤羽

ハイライフプラザ
いたばし

Ａ２出口

板橋ビュータワー

コープみらい

至池袋

板橋駅

板橋駅前
　　公園 ロータリー

板橋駅前本通り商店街（旧中山道）

Ａ３出口

西口

Ｊ
Ｒ
埼
京
線

きらぼし銀行

ＪＲ埼京線板橋駅下車西口徒歩１分
都営地下鉄三田線新板橋駅下車Ａ２出口徒歩２分
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